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遵守費用

行政費用

効果（定量化）

便益（金銭価値化）

副次的な影響及び波
及的な影響

規制の事後評価書（要旨）

法律又は政令の名称 資金決済に関する法律,電子記録債権法　

規制の名称 IT の進展等を踏まえた現行制度の見直し

評価実施時期 令和4年6月30日

規制の導入により、規制の事前評価時に見込んだ効果が発
現しているものと考えれらる。

事前評価時の想定との比較
規制の事前評価時、金融・IT融合の動きが急速に進行している状況等を踏まえ、前払式支払手段発行者の苦情処理に係る措置、供託額の算定時点の見直
し、資金移動業の一部廃止に係る手続きの見直し、債権記録を他の電子債権記録機関に引き継ぐ場合の手続規定を新設したところ、社会経済情勢や科学技
術の変化による影響は特段生じていないと考えられる。また、規制の事前評価時には想定していなかった影響も、特段発現していない。

費用、効果（便益）及び間接的な影
響の把握

費用、影響等 事前評価時の推計等との比較

規制の事前評価時、遵守費用について以下の通り見込んでいた。
（ア） 苦情処理に関する措置の新設
法律上明確化を図るものであり、現行の｢金融庁事務ガイドライン｣を踏まえて適正に苦情処理態
勢を整備している前払式支払手段発行者は、特段の費用は発生しない。
（イ） 供託額の算定の見直し
基準日の追加を選択した前払式支払手段発行者において、追加された基準日（６月末日・12 月
末日）に関する未使用残高の算定・報告等に係る費用が増加する一方、追加の基準日時点の未
使用残高を元に算定した供託額が減少する場合、供託金を取り戻すことで減少した供託額に相
当する資金を別途調達するために要する費用が減少する。
（ウ） 資金移動業の一部廃止に係る手続の見直し
資金移動業の一部を廃止した場合の廃止届出等に係る費用が増加する一方、廃止したサービ
スに係る履行保証金を取り戻すことで当該保証金に相当する資金を別途調達するために要する
費用が減少する。
（エ） 債権記録を他の電子債権記録機関に引き継ぐ場合の手続規定を整備
異なる電子債権記録機関をまたいだ電子記録債権の譲渡等を行う電子債権記録機関及びその
参加金融機関において、体制整備費用が発生する。
上記（イ）から（エ）について、事前評価時に想定していたとおりであると考えられるが、本規制の
拡充により生じた費用のみを抜き出して把握し金銭価値化することは困難であるものの、多額の
追加費用が発生している状況にはない。なお、（ア）については、特段の費用は発生しないと想定
しており、事前評価時に想定されなかった事務負担等は発生していないことから、事前評価時の
想定と実績のかい離はない。

遵守費用が過大に増加している状況にはない。

備考

現時点において、副次的な影響及び波及的な影響は特段認められない。また、規制の事前評価
時に意図していなかった負の影響や、想定していた影響とのかい離も特段認められない。

規制の事前評価時に意図していなかった負の影響や、想定
していた影響とのかい離も特段認められない。

考察
規制の導入により、過大な遵守費用や行政費用が発生している状況は認められない。一方、規制の事前評価時に見込んだ効果は発現していると考えられる。
従って、本件にかかる特段の見直しは不要と考える。

事前評価時、行政費用について以下の通り見込んでいた。
（ア） 苦情処理に関する措置の新設
これまでも｢金融庁事務ガイドライン｣に基づいて監督上の対応を行ってきた事項について法律上
明確化を図るものであり、特段の費用は発生しない。
（イ） 供託額の算定の見直し
行政庁（国）において、追加の基準日（６月末日・12 月末日）に関する未使用残高の算定・報告等
に係る確認を行うための費用が発生する。
（ウ） 資金移動業の一部廃止に係る手続の見直し
行政庁（国）において、資金移動業の一部を廃止した場合の廃止届出等に係る確認を行うための
費用が発生する。
（エ） 債権記録を他の電子債権記録機関に引き継ぐ場合の手続規定を整備
行政庁（国）において、異なる電子債権記録機関をまたいだ電子記録債権の譲渡等を行う電子
債権記録機関における業務規程変更の認可、業務の実施状況についての検査・監督に伴う費
用等が発生する。
上記（イ）から（エ）については、行政庁（国）は、金融行政を遂行するにあたり、これらの規制のみ
ならず、他の規制を含めた金融規制全般についてモニタリングしていることなどを踏まえれば、本
規制の導入により生じた行政費用の増減のみを抜き出して把握・推算することは困難である。
また、前記（ア）については、特段の行政費用は発生しないと想定しており、事前評価時に想定さ
れなかった事務負担等は発生していないことから、想定と実績のかい離は生じていない。

行政費用が過大に増加している状況にはない。

（ア） 苦情処理に関する措置の新設
前払式支払手段発行者に対し、利用者からの苦情の適切かつ迅速な処理のために必要な措置
を講じなければならないことを法律上明確に求めることで、消費者被害の実効的な解決等が図ら
れるたと考えられるため、事前評価時に想定していた効果とかい離はないが、その効果を定量的
に把握することは困難である。
（イ） 供託額の算定の見直し
基準日を年４回とし、未使用残高の算定の柔軟化を行うことで、基準日の追加を選択した前払式
支払手段発行者の手元資金の不足が解消され、サービス展開の柔軟化や、これを通じた利用者
の利便性が向上したと考えられるが、事前評価時に想定していた効果とかい離はないが、その
効果を定量的に把握することは困難である。
（ウ） 資金移動業の一部廃止に係る手続の見直し
資金移動業の一部廃止の手続を規定することで、資金移動業者は廃止したサービスに係る履行
保証金の取戻しを行うことができることとなるため、サービス展開の柔軟化や、これを通じた利用
者の利便性の向上したと考えられるため、事前評価時に想定していた効果とかい離はないが、
その効果を定量的に把握することは困難である。
（エ） 債権記録を他の電子債権記録機関に引き継ぐ場合の手続規定を整備
電子債権記録機関において、提携する他の機関の電子記録債権を自機関の電子記録債権に変
更可能なサービスの提供を開始し、利用者利便の向上に向けて取組みを開始しており、電子記
録債権の流動化による資金調達の更なる円滑化を通じた利用者利便の向上が図られていると
考えられるため、事前評価時に想定していた効果とかい離はないが、その効果を定量的に把握
することは困難である。

規制の事前評価時に見込んだ効果とかい離はないが、その
効果を定量的に把握することは困難である。

規制の導入により、規制の事前評価時に見込んだ効果が発現しているものと考えられるが、そ
の効果を定量的に把握したり、さらにはその効果を金銭価値化して「便益」を把握することは困難
である。


